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衝撃弾性波法のアセットマネジメントへの展開例
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（１）最近の下水道に関する国の動向

①下水道法の改定

・主な内容

１）浸水対策（ハード）

２）戦略的な維持管理更新

３）下水汚泥と下水熱の活用促進

等

「下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライ
ン」を策定（平成27年11月）



（２）下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン

＜ガイドラインの概要＞

・点検・調査、修繕・改築等の計画策定から対策実施に係る一連のプロセ
スを現している。

＜目的＞

・下水道事業全体を俯瞰した最適な維持管理・改築（＝ストックマネジメン
ト）を支援。

＜内容＞

・各地方公共団体が、個々に維持管理・改築に関する計画を策定、実行す
るにあたり、必要に応じて参照が可能なように、ストックマネジメントの考え
方の一例を示している。

・事業計画の記載事項として、「腐食環境にある排水施設の点検の方法・
頻度」を追加。



・下水道ストックマネジメント支援制度の創設

＜目的＞

下水道施設全体を一体的に捉えたストックマネジメント計画を策定するこ
とで、計画に応じた点検・調査、改築を支援し機能の持続的な確保とライ
フサイクルコストの低減を図る。

各自治体が自ら検討し、ストックマネジメント計画を策定する。
（リスク評価・優先順位付けを行い、事業費の平準化・低減を明確に示す必要がある。）

国土交通省HP資料より



＜具体的な動き＞



（３）ピケスト協会の下水道ヘルスケのすすめ

対象流域の状況を把握して全体診断を行う（流域状態の把握）。

流域の健全・不健全を定量的に把握して、最適なストックマネジメント計画を立案する。

管渠の状態を定量的に把握して、経済的で最適な調査・更新を実施する。

①スクリーニング

②ストックマネジメント計画

③調査・更新（実施設計）

「ﾋﾟｹｽﾄ協会HP」より



（４）具体的な衝撃弾性波法の展開

衝撃弾性波法の利用

○調査、改築・更新

実施設計に利用し、自立管や複合
管、布設替え検討などに使用

（設計重視，調査範囲は比較的小さい）

○ストックマネジメント計画の策定

流域全体を定量的に把握して、資
産状況を把握したうえで、ストックマ
ネジメント計画を立案

（広範囲な調査が必要）

当面はストックマネジメント計画の策定に利用。
（将来はアセットマネジメントの展開へ利用可能な手法を提案する必要がある）

従来は改築する施設に絞って長寿命化計画を策定 今後は処理区全体を俯瞰した事業計画を立案



◎ストックマネジメントからアセットマネジメントへ

下水道事業における
アセットマネジメントとストックマネジメントのイメージ

引用文献：「下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドラインｐ2」（平成27年11月，国土交通省水
管理・国土保全局下水道部）



（５）効果的な衝撃弾性波の利用方法

アセットマネジメント（AM）計画を
立案するうえで、最も大切なことは、
資産状況の評価です。

資産を正確に評価できない状態
でアセットマネジメントを計画する
ことは、全てが事後対応型の運用
となり、安全を加味した長期の資
産運用を行うことは困難です。

・重要な着目点



◎下水道管の耐用年数は、財務省令「減価償却資産の耐用年数等に
関する省令」により、50年と設定されております。
では、実際に供用可能な構造的耐用年数はどうでしょう？

①正確な耐用年数の把握

◎人が管内に入ることのできない800㎜未満の小口径管では定量的
な調査が困難であることから、正確な劣化診断（強度低下状況判
断）ができていないのが現状です。

定量的な調査を行わないと答えはでない

下水管網の主体である小口径の鉄筋コンクリート管においては、テレビ
カメラによる定性的な評価が実施され、管更生や布設替えの設計が行
われています。また、最近では、これらの調査に基づいて長寿命化計画
やアセットマネジメントシステムの構築が展開されております。

明確な指標がないまま、将来計画が立案されている。



・アセットマネジメントを考慮した衝撃弾性
波法の運用

下水道管きょの耐用年数を50年と設定
して、長期的な運用を考えた場合に全て
の管きょ施設が適切で効果的な下水道
の健全運用が可能でしょうか？

右図は、下水道の普及と我が国の人口
曲線を示したものです。

今後は下水道の老朽管の増加と我が
国の生産年齢人口は相反関係にあり、
維持管理、更新費用と財政（事業費）の
バランスが不均等となる傾向にあります。

このため、適切（定量的）に管きょの耐
用年数（残存強度）を把握し、維持管理・
更新の平準化を図り、新たなバランスラ
インを構築する必要があります。



・衝撃弾性波を利用した定量的アセットマネジメントシステムの構築
（下水道ヘルスケア）

Step-1：エリア分けと方針策定
（概略調査による初期診断）

Step-2：傾向分析①
（1次点検エリア：詳細診断）

Step-3：傾向分析②
（２次点検エリア：詳細診断）

Step-4：整合分析
（複数エリアの傾向分析による余寿命予測）

定
量
的
調
査
を
実
施
設
計
に
利
用

Step-1は定量的アセットマネジメ
ントシステムを構築するための初
期診断業務であり、当該システ
ムの導入の有効性は、ここで判
定される。

Step-1は、過去のテレビカメラ調
査結果やスクリーニング結果を
用いた初期診断を利用



【Step-1：エリア分け及び定量的アセットマネジメントの方針策定】

・定量的アセットマネジメントを開始するための準備業務です。

【劣化特性調査（初期診断業務）】
◎過去のテレビカメラ調査結果やスクリーニン
グ結果をもとに代表処理区における着目箇
所を選定する。

◎選定箇所は、各自治体特有の着目すべき箇
所（不明水、交通量、土被りの大小等）であり、
スクリーニング等により、概略特性を把握しま
す。

◎この際、実際に衝撃弾性波法を使用した調査
を行い、自治体特有の劣化特性を概略診断し
ます。(定量的な概略診断）

【エリア分け】
これまで整理された台帳データやスクリーニング結果等と衝撃弾性波法による概略
診断により、エリア分けを行う。この際、衝撃弾性波法による定量的データ分析により、
着目すべきエリア特性を具体的に設定する。

Step-1：エリア分けと方針策定
（概略調査による初期診断）

Step-2：傾向分析①
（1次点検エリア：詳細診断）

Step-3：傾向分析②
（２次点検エリア：詳細診断）

Step-4：整合分析
（複数エリアの傾向分析による余寿
命予測）

定
量
的
調
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Step-1

Step-2

Step-3

エリア分けを目的としたスク
リーニングは、質より量（ス
ピード感を持って広範囲を
調査）

【エリア分け】



【Step-2：傾向分析①】

エリア分けが行われた処理区において、特
徴のある代表箇所を選定して衝撃弾性波に
よる詳細調査を実施し、劣化傾向を定量的
に分析する。

・特徴のある代表箇所
①土被りが著しく小さい個所
②交通量の多い幹線道路
③工場密集地 等

種々の布設特性を包含する箇所であること
が望ましい。

Step-2（傾向分析①）により調査の必要範
囲を再確認する。（Step-1の概略調査結果を
再確認）

Step-1：エリア分けと方針策定
（概略調査による初期診断）

Step-2：傾向分析①
（1次点検エリア：詳細診断）

Step-3：傾向分析②
（２次点検エリア：詳細診断）

Step-4：整合分析
（複数エリアの傾向分析による余寿命予
測）
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Step-1の調査結果を再確認し、各自
治体の事業計画を考慮した調査の必
要範囲などを決定する。

【傾向分析①】

SteP-2のエリア分けは自治体の整備規模により決定

Step-2

Step-3
Step-1



【Step-3：傾向分析②】

◎第１次点検エリアの分析結果をもとに、第２
次点検エリアを設定して調査を行う。

◎第１次点検エリアの調査結果と第２次点検
エリアの調査結果の整合分析を行い、対象地
区全体の管渠劣化状況を定量的に把握する。

◎この際、第２次点検エリアの調査箇所は第
１次点検エリアの特性と類似箇所を選定する。

※整合分析：類似特性のある管きょに関して
の調査結果を対比することにより、評価誤差
を確認するとともに、同一特性箇所への定量
的評価を展開する。

Step-1：エリア分けと方針策定
（概略調査による初期診断）

Step-2：傾向分析①
（1次点検エリア：詳細診断）

Step-3：傾向分析②
（２次点検エリア：詳細診断）

Step-4：整合分析
（複数エリアの傾向分析による余寿
命予測）
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整合分析により、類似エリアの
傾向分析・取りまとめを行う。

【傾向分析②】

Step-2

Step-3Step-1



【Step-4：整合分析結果のまとめ】

⇒将来予測エリアへ反映

Step-1～Step3までの調査を分析する
ことにより、類似特性箇所の管きょ劣化
の将来予測を行う。

・将来予測：将来予測は余寿命を予測す
ることが主体となり、余寿命把握と財政状
況とのバランスにより、長期的な資産運
用を計画する。

Step-1：エリア分けと方針策定
（概略調査による初期診断）

Step-2：傾向分析①
（1次点検エリア：詳細診断）

Step-3：傾向分析②
（２次点検エリア：詳細診断）

Step-4：整合分析
（複数エリアの傾向分析による余寿
命予測）

定
量
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Step-1：エリア分けと方針策定
（概略調査による初期診断）

Step-2：傾向分析①
（1次点検エリア：詳細診断）

Step-3：傾向分析②
（２次点検エリア：詳細診断）

Step-4：整合分析
（複数エリアの傾向分析による余寿
命予測）

定
量
的
調
査
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実
施
設
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に
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定期診断

【定期診断】
傾向分析に関しては、定期的な時系列
調査を行い劣化の進行状況を定量的に
調査して、評価精度の向上、確認を行う
とともに、財政状況との調整を図る（時勢
に整合したデータベースの構築）。

下水道管きょの構造的耐用年数を把握
することで、自治体全体の最適な資産運
用計画を立案する。

また、調査過程で定量的な計測により
残存強度が把握できているため、複合管
の使用を視野に入れた改築・更新が可能
となる。（経済性重視）

【定量的な評価によるアセットマネジメント計
画を立案】



・定性的評価による資産管理計画から定量的評価による資産管理計画への移行

定性的な維持管理では、劣化による危険個所が的確に予測できない。このため、不

測の更新事業の発生や陥没事故の対策費用などが発生し、規則性のある継続的な資
産管理計画を立案することができない。

＜定性的手法による資産管理＞
＜定量的手法による資産管理＞

定性的な評価では、人為的誤差や希望的な観測
が評価に取り込まれることになり、正確な更新
事業の平準化は困難となる。このため、長期的
な資産管理計画を立案しても、財源(事業費)との
整合がとれなくなる可能性がある。

衝撃弾性波法により、定量的にコンクリートの
余寿命を把握し、的確な事業の優先順位付けを
行うことで、安全性を加味した更新事業の最適
化が可能となるだけでなく、財源(事業費)と整合
のとれた長期計画の立案が可能となる。



劣化特性分析（初期診断業務）

【自治体への具体的営業展開】

・衝撃弾性波の実績のある自治体（例）

初期診断結果を報告し、将来像を示すことが大切



【売り込みのポイント】

・現状の調査 ・ﾍﾙｽｹｱ方式
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・現状の調査 ・ﾍﾙｽｹｱ方式

衝
撃
弾
性
波

不明水調査
衝
撃
弾
性
波

不明水調査

・スクリーニング調査（例）
①テレビカメラ調査の簡
略化（情報量の低減）
②展開広角カメラ
③管口カメラ＋簡易調査
④画像認識システム 等

・追加情報
不明水に関するスクーリン
グ（圧力チップ）
⇒オプションの売込み

調査方法の見直し
スクリーニング用調査へ
の移行
⇒調査のスピードアップ
必要情報の付加



【衝撃弾性波法の診断技術】


